
 

 

2008 年 12 月 19 日 

日 本 銀 行 

 

 

「企業金融支援特別オペレーション基本要領」の制定等について 

 

 

 日本銀行は、本日、政策委員会・金融政策決定会合において、最近の企業

金融情勢を踏まえ、適切な金融調節の実施を通じて、金融市場の安定確保を

図るとともに、企業金融の円滑化に資する観点から、下記の諸措置を講ずる

ことを決定しましたので、お知らせします。 

 

記 

 

１．「企業金融支援特別オペレーション基本要領」を別紙１のとおり制定す

ること。 

２． 「企業金融支援特別オペレーションにおける貸付対象先選定基本要領」

を別紙２のとおり制定すること。 

 

以  上 

 

＜本件照会先＞ 

企 画 局 坂 本（03-3277-2800）

 中尾根（03-3277-3768）

金 融 市 場 局 千 田（03-3277-1244）

 福 田（03-3277-1272）



別紙１ 

 

 

企業金融支援特別オペレーション基本要領 

 

１．趣旨 

この基本要領は、最近の企業金融情勢を踏まえ、適切な金融調節の実

施を通じて、金融市場の安定確保を図るとともに、企業金融の円滑化に

資する観点から、企業金融支援特別オペレーション（適格担保を根担保

として、共通担保として差入れられている民間企業債務の担保価額の範

囲内で、金額に制限を設けずに、無担保コールレートの誘導目標と同水

準の金利により、年度末越え資金を供給する公開市場操作としての貸付

けをいう。）を行うために必要な基本的事項を定めるものとする。 

２．貸付店 

本店（業務局）または支店とする。 

３．貸付対象先 

金融機関（日本銀行法（平成９年法律第８９号）第３７条第１項に規

定する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和

４６年法律第３４号）第２条第１３項に規定する承継銀行を除く。）、

金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成９年政令第３８５号）第１

０条第１項第２号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法

（昭和２３年法律第２５号）第２８条第１項に規定する第一種金融商品

取引業を行う者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第１０条

第１項第３号に規定する証券金融会社をいう。）および短資業者（同項

第４号に規定する者をいう。）のうち、別に定めるところにより選定し

た先とする。 

４．貸付方式 

電子貸付とする。 

５．貸付期間 



 金融市場の情勢等を勘案して貸付けのつど決定する３か月以内の期間

とする。ただし、返済期限は、平成２１年４月３０日を越えないものと

する。 

６．貸付利率および利息の徴収 

（１）貸付利率は、本行が金融市場調節方針において誘導目標として定め

る無担保コールレート（オーバーナイト物）の水準の貸付期間中におけ

る平均値とする。 

（２）利息の徴収は、（１）に定める貸付利率によって、貸付日の翌日か

ら返済期日までの日数に応じて、後取りの方法により行う。 

７．貸付先および貸付金額 

貸付先は貸付対象先のうち希望する先とし、貸付金額は８．の限度額

の範囲内で貸付先の希望する金額とする。 

８．貸付限度額  

（１）貸付総額には制限を設けない。 

（２）貸付先ごとの貸付限度額は、各貸付先が共通担保として差入れてい

る社債、短期社債、保証付短期外債、企業が振出す手形、コマーシャル・

ペーパー（資産担保コマーシャル・ペーパーを除く。）および企業に対

する証書貸付債権の担保価額相当額の合計額とする。ただし、貸付実行

時点における当該貸付先が差入れている共通担保の担保余裕額相当額を

超えることはできない。 

９．貸付日等 

貸付日その他貸付けを行うために必要な具体的事項については、金融

市場の情勢等を勘案して貸付けのつど決定するものとする。 

１０．担保 

（１）貸付対象先から、適格担保を根担保として差入れさせるものとする。 

（２）担保の取扱いは、「適格担保取扱基本要領」（平成１２年１０月１



３日付政委第１３８号別紙１．）の定めるところによる。 

 

（附則） 

この基本要領は、本日より実施し、平成２１年４月３０日をもって廃

止する。 

 

 



別紙２ 

 

 

企業金融支援特別オペレーションにおける貸付対象先選定基本要領 

 

１．趣旨  

この基本要領は、企業金融支援特別オペレーションに関する事務手続の明

確化を図る趣旨から、「企業金融支援特別オペレーション基本要領」（平成

２０年１２月１９日付政委第１２４号別紙１．）に規定する貸付対象先（以

下「対象先」という。）の選定を行うために必要な基本的事項を定めるもの

とする。  

 

２．対象先の選定基準等  

対象先の選定に当っては、「共通担保資金供給オペレーションにおける貸

付対象先選定基本要領」（平成１８年４月１１日付政委第３１号別紙２．）

に基づいて選定された共通担保資金供給オペレーション（全店貸付）の貸

付対象先から、対象先となることを希望する先を公募し、その公募に応じ

た先を選定するものとする。  

 

３．対象先の遵守事項等 

（１）対象先の公募に際しては、次に掲げる対象先としての遵守事項を明

示するものとする。  

 イ、正確かつ迅速に事務を処理すること  

 ロ、金融政策遂行に有益な市場情報または分析を提供すること  

（２）対象先が（１）に掲げる事項に著しく背馳した場合には、対象先か

らの除外等の措置を講ずることができるものとする。  

（３）（２）に定める場合のほか、「共通担保資金供給オペレーションにお

ける貸付対象先選定基本要領」２．に定める基準に鑑み必要と認めら

れる場合には、対象先からの除外等の措置を講ずることができるもの

とする。 



 

（附則） 

この基本要領は、本日より実施し、平成２１年４月３０日をもって廃

止する。 

 

 


